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貸 借 対 照 表
(平成31年3月31日)

【地方独立行政法人静岡県立病院機構】 （単位：円）

科 目 金 額

資産の部

Ⅰ 固定資産

１ 有形固定資産

土地

建物

建物減価償却累計額

建物減損損失累計額

構築物

構築物減価償却累計額

器械備品

器械備品減価償却累計額

車両

車両減価償却累計額

建設仮勘定

有形固定資産合計

２ 無形固定資産

ソフトウェア

電話加入権

その他無形固定資産

無形固定資産合計

３ 投資その他の資産

長期貸付金

破産更生債権等

貸倒引当金

長期前払消費税等

その他

投資その他の資産合計

固定資産合計

Ⅱ 流動資産

現金及び預金

医業未収金

貸倒引当金

未収金

医薬品

診療材料

貯蔵品

前払費用

その他

流動資産合計

資産合計

49,928,403,208

▲ 14,611,527,531

▲ 15,235,796

14,027,700,000

35,301,639,881

420,519,552

6,814,940,496

21,935,704

284,081,799

60,108,911,098

21,569,073,972

81,677,985,070

674,275,830

▲ 253,756,278

19,249,402,625

▲ 12,434,462,129

68,102,854

▲ 46,167,150

61,610,082

▲ 61,610,082

56,870,817,432

652,883,438

308,000

2,258,919

655,450,357

546,260,000

0

2,034,984,589

1,398,720

6,966,407,855

▲ 50,559,825

2,582,643,309

13,726,374,621

6,915,848,030

362,769,998

143,248,527

324,585,434

18,071,148

37,278,952

40,897,262
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貸 借 対 照 表
(平成31年3月31日)

【地方独立行政法人静岡県立病院機構】 （単位：円）

科 目 金 額

負債の部

Ⅰ 固定負債

資産見返負債

資産見返補助金等

資産見返寄附金

資産見返物品受贈額

長期借入金

移行前地方債償還債務

引当金

退職給付引当金

リース債務

資産除去債務

固定負債合計

Ⅱ 流動負債

寄附金債務

１年以内返済予定長期借入金

１年以内返済予定移行前地方債償還債務

医業未払金

未払金

１年以内支払予定リース債務

未払費用

未払消費税等

預り金

引当金

賞与引当金

その他

流動負債合計

負債合計

純資産の部

Ⅰ 資本金

設立団体出資金

資本金合計

Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金

資本剰余金合計

Ⅲ 利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金

目的積立金

当期未処分利益

（うち当期総利益）

利益剰余金合計

純資産合計

負債純資産合計

385,296,489

68,655,674

1,941,270,284 2,395,222,447

26,574,453,595

14,039,372,497

11,784,578,632

214,093,414

811,150,996

55,818,871,581

10,174,877,426

65,993,749,007

15,684,236,063

11,784,578,632

1,326,600,660

123,696,510

2,115,645,006

1,080,309,490

952,363,433

4,037,951,102

269,872,673

11,598,045

21,270,700

215,246,454

1,326,600,660

20,323,353

6,822,733,469

6,822,733,469

1,248,777,714

7,612,724,880

1,248,777,714

3,340,359,844

3,539,788,758

732,576,278

(732,576,278)

81,677,985,070
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損 益 計 算 書
(平成30年4月1日～平成31年3月31日)

【地方独立行政法人静岡県立病院機構】 （単位：円）
科 目 金 額

営業収益
医業収益

入院収益
外来収益
その他医業収益
保険等査定減

運営費負担金収益
資産見返補助金等戻入
資産見返寄附金戻入
資産見返物品受贈額戻入
補助金等収益
受託収入
寄附金等収益
その他営業収益
営業収益合計

営業費用
医業費用

給与費
材料費
経費
減価償却費
研究研修費

一般管理費
給与費
経費
減価償却費

営業費用合計

営業利益

営業外収益
運営費負担金収益
その他営業外収益

財務収益
駐車場収入
その他雑益

営業外収益合計

営業外費用
財務費用

支払利息
その他営業外費用

資産取得に係る控除対象外消費税償却
雑損失

営業外費用合計

経常利益

臨時損失
固定資産除却損

当期純利益
当期総利益

27,094,657,567
10,804,522,713

756,243,273
▲ 131,759,110 38,523,664,443

6,827,371,000
56,229,500
5,898,150

104,301,537
136,146,773
188,437,798

4,451,650
6,379,736

45,852,880,587

44,696,636,274

21,723,230,783
11,505,658,756
6,956,030,730
3,893,759,412
268,395,540 44,347,075,221

349,561,053

265,949,421
76,789,025
6,822,607

2,822,876
91,988,099
179,679,756

172,629,000

274,490,731

1,156,244,313

447,119,731

610,319,572

295,781,815
10,962,970

303,574,787

306,744,785

260,468,194

993,044,472

260,468,194

732,576,278
732,576,278
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キャッシュ・フロー計算書
（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

【地方独立行政法人静岡県立病院機構】 （単位：円）
科 目 金 額

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

材料の購入による支出

人件費支出

その他の業務活動による支出

医業収入

運営費負担金収入

受託収入

補助金等収入

補助金等の精算による返還金の支出

寄附金収入

その他の業務活動による収入

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の戻入による収入

定期預金の預入による支出

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の除却による支出

施設設備補助金収入

貸付金の回収による収入

貸付けによる支出

投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入

長期借入金の返済による支出

移行前地方債償還債務の償還による支出

リース債務の返済による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ 資金増加額

Ⅴ 資金期首残高

Ⅵ 資金期末残高

▲ 12,485,570,079

▲ 21,519,372,324

▲ 6,278,642,537

38,505,845,799

7,000,000,000

104,308,380

119,251,310

▲ 1,557,996

104,371,419

293,139,088

5,841,773,060

2,812,738

▲ 304,449,311

5,540,136,487

7,000,000,000

▲ 10,000,000,000

▲ 2,681,030,621

▲ 207,356,540

41,867,000

43,200,000

▲ 165,800,000

▲ 5,969,120,161

4,270,900,000

▲ 1,756,499,484

▲ 1,374,689,089

▲ 307,163,049

832,548,378

403,564,704

4,222,809,917

4,626,374,621
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利益の処分に関する書類（案）

【地方独立行政法人静岡県立病院機構】 （単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 732,576,278

当期総利益 732,576,278

Ⅱ 積立金振替額 6,880,148,602

前中期目標期間繰越積立金 3,340,359,844

病院施設の整備、医療機器の購入
等に充てる目的積立金 3,539,788,758

Ⅲ 利益処分額

積立金 7,612,724,880 7,612,724,880
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行政サービス実施コスト計算書
（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

【地方独立行政法人静岡県立病院機構】 （単位：円）

科 目 金 額

Ⅰ 業務費用

（１）損益計算書上の費用

医業費用

一般管理費

営業外費用

臨時損失

（２）（控除）自己収入等

医業収益

資産見返寄附金戻入

受託収入

寄附金収益

駐車場収入

その他収益

業務費用合計

（うち減価償却充当補助金相当額）

Ⅱ 引当外退職給付増加見積額

Ⅲ 機会費用

地方公共団体出資等の機会費用

Ⅳ 行政サービス実施コスト

44,347,075,221

349,561,053

610,319,572

260,468,194 45,567,424,040

▲ 39,003,441,508

6,563,982,532

(157,046,257)

28,841,265

0

▲ 38,523,664,443

▲ 5,898,150

▲ 212,086,770

▲ 4,451,650

▲ 91,988,099

▲ 165,352,396

0

6,592,823,797
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注記事項

当事業年度より、改訂後の「『地方独立行政法人会計基準』及び『地方独立行政法人会計基準注解』（平

成 30 年 3 月 30 日総務省告示第 125 号改訂）」及び「『地方独立行政法人会計基準』及び『地方独立行政法

人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ【公営企業版】（総務省自治財政局、日本公認会計士協会 平成 30 年 5

月改訂）」（以下、地方独立行政法人会計基準という）を適用して、財務諸表等を作成しております。

Ⅰ 重要な会計方針

１ 運営費負担金収益の計上基準

期間進行基準を採用しております。

ただし、移行前地方債利息等償還金については費用進行基準を採用しております。

２ 減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ２年～50 年

構築物 ２年～50 年

器械備品 ２年～20 年

車両 ２年～６年

（２）無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づい

て償却しております。

３ 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上してお

ります。

・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては期間定額基準によっております。

・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）による定額法

により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしており

ます。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、会計基準第８７に

より引当対象外とされた出向職員に関して、会計基準第３６に基づき計算された退職給付引当金の

当期増加額を計上しております。

４ 貸倒引当金の計上基準

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

５ 賞与引当金の計上基準

役職員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しており

ます。
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６ たな卸資産の評価基準及び評価方法

（１）医薬品 最終仕入原価法に基づく低価法

（２）診療材料 最終仕入原価法に基づく低価法

（３）貯蔵品 最終仕入原価法に基づく低価法

７ 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

地方公共団体出資の機会費用の計算に使用した利率

平成 28年 4 月 25 日付け事務連絡「「マイナス金利付き量的・質的金融緩和」の導入を受けた平成

27 事業年度財務諸表における行政サービス実施コスト計算書の機会費用算定の取扱いについて（留

意事項）」（総務省自治行政局、自治財政局）に基づき、0％で計算しております。

８ リース取引の処理方法

リース料総額が 300 万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。リース料総額が 300 万円未満のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

９ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

なお、固定資産に係る控除対象外消費税額等は長期前払消費税等に計上し、資産購入費関係につ

いては５年間、建設改良費関係については 20 年間で均等償却しております。

Ⅱ 固定資産の減損の処理方法

１ 固定資産のグルーピングの方法

３病院をそれぞれ個別の固定資産グループとし、法人本部を共用資産としております。

重要な遊休資産及び廃止の意思決定を行った資産については、固定資産グループから独立した資

産として取扱いしております。

２ 共用資産の取扱い

（１）共用資産の概要

（単位：円）

名称 場所 帳簿価額

法人本部 静岡市葵区北安東 3,074,044

（２）共用資産の取扱いの方法

共用資産に係る減損の兆候の把握等は、３病院に法人本部を加えた機構全体で行います。

Ⅲ ＰＦＩ関係

ＰＦＩによるサービス部分の対価の支払予定額

貸借対照表日後一年以内のＰＦＩ期間に係る支払予定額は 577,546 円、貸借対照表日後一年を超え

るＰＦＩ期間に係る支払予定額は 0 円であります。
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Ⅳ 金融商品関係

１ 金融商品の状況に関する事項

当法人は、資金運用については短期的な預金等（国内譲渡性預金を含む）に限定し、資金調達に

ついては設立団体からの長期借入により資金を調達しております。

借入金等の使途は事業投資資金（長期）であり、設立団体の長により認可された資金計画に従っ

て、資金調達を行っております。

当法人が保有する金融資産は主として診療報酬債権であり、このうち患者に対する医業未収金に

係る信用リスクは、債権管理規程に沿ってリスク管理を行っております。

２ 金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：円）

区 分 貸借対照表計上額 時 価 差 額

（１）現金及び預金 13,726,374,621 13,726,374,621

（２）医業未収金 6,966,407,855 6,966,407,855

（３）未収金 362,769,998 362,769,998

（４）長期借入金 （28,690,098,601） （28,992,787,950） （302,689,349）

（５）移行前地方債償還債務 （15,119,681,987） （16,205,841,585） （1,086,159,598）

（６）医業未払金 （952,449,833） （952,449,833）

（７）未払金 （4,037,864,702） （4,037,864,702）

（注１）負債で計上されているものは（ ）で表示しております。

（注２）金融商品の時価の算定方法

（１）現金及び預金、（２）医業未収金、（３）未収金、（６）医業未払金、（７）未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

（４）長期借入金、（５）移行前地方債償還債務

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利

率で割り引いて算定する方法によっております。

なお、長期借入金及び移行前地方債償還債務には、１年以内返済予定の金額を含めて記載

しております。

Ⅴ キャッシュ・フロー計算書関係

１ 資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 13,726,374,621 円

現金及び預金勘定のうち定期預金 ▲ 9,100,000,000 円

資金期末残高 4,626,374,621 円

２ 重要な非資金取引

該当事項はありません。



10

Ⅵ 退職給付関係

１ 採用している退職給付制度の概要

当法人は、職員の退職給付に充てるため、確定給付型の非積立型の退職一時金制度を採用してお

ります。

２ 確定給付制度

（１） 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 11,726,694,068 円

勤務費用 857,596,516 円

利息費用 48,079,446 円

数理計算上の差異の当事業年度発生額 602,292,517 円

退職給付の支払額 ▲830,575,768 円

期末における退職給付債務 12,404,086,779 円

（２） 退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

非積立型制度の未積立退職給付債務 12,404,086,779 円

未認識数理計算上の差異 ▲1,564,191,843 円

未認識過去勤務費用 944,683,696 円

退職給付引当金 11,784,578,632 円

（３） 退職給付に関連する損益

勤務費用 857,596,516 円

利息費用 48,079,446 円

数理計算上の差異の当事業年度の費用処理額 232,003,753 円

過去勤務費用の当事業年度の費用処理額 ▲198,622,603 円

合 計 939,057,112 円

（４） 数理計算上の計算基礎に関する事項

期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）

割引率 0.22％

Ⅶ オペレーティング・リース取引関係

該当ありません。
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Ⅷ 重要な債務負担行為

当事業年度末までに契約を締結し、翌事業年度以降に支払が発生する重要なものは、以下のとおり

です。

（単位：円）

契約内容 病院名 契約金額
翌事業年度以降

の支払金額

給食業務委託

県立総合病院

県立こころの医療センター

県立こども病院

2,035,384,831 646,021,555

医事等業務委託
県立総合病院

県立こころの医療センター
1,024,490,205 155,627,508

第Ⅰ期リニューアル建築

工事
県立総合病院 1,677,714,120 1,027,714,120

第Ⅰ期リニューアル機械

設備工事
県立総合病院 1,094,869,440 438,869,440

Ⅸ 資産除去債務関係

１ 資産除去債務の概要

当法人は労働安全衛生法等の規定により生ずる債務として、所有する建物の解体時におけるアスベ

ストの除去費用、所有する建物に係る建設リサイクル法に基づく処分費用、所有する医療用器械備品

の処分時におけるセシウムの除去費用及び放射線障害防止法の規制対象となった放射化物の除去費

用につき資産除去債務を計上しております。

２ 資産除去債務の金額の算定方法

資産除去債務の見積りにあたり、所有する建物の解体時におけるアスベストの除去費用、所有する

建物に係る建設リサイクル法に基づく処分費用については、取得時からの使用見込期間を有形固定資

産の耐用年数を参考に 18 年から 47 年と見積もっております。割引率は当該期間を勘案し、使用見込

期間に見合う国債の利回りを参考に算定しており、0.229％から 2.247％となっております。

所有する医療用器械備品の処分時におけるセシウムの除去費用及び放射線障害防止法の規制対象

となった放射化物の除去費用については、耐用年数を経過しており、今後の使用見込期間の判断が困

難であるため、割引計算は行っておりません。

３ 当事業年度における資産除去債務の総額の増減

（単位：円）

期首残高 777,056,626

有形固定資産の取得に伴う増加額 28,103,307

時の経過による調整額 7,028,658

資産除去債務の履行による減少額 1,037,595

期末残高 811,150,996



財 務 諸 表

（附属明細書）
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